
別表３ 第 10 号様式別紙１ 

 

神奈川県ＥＶ普通充電設備整備費補助金事業結果報告書 

 

１ 補助事業の概要（該当する□に「」を記載） 

申請者氏名 

（法人又は管理組合の場合は名称） 
〇〇リース株式会社 

設置先施設の名称 〇〇旅館 

交付申請時から 

の変更 

土地の所有者 

☑変更なし 
□変更あり（変更後の所有者を以下に記載してください。） 

 

補助金相当額の 

還元方法 

□申請者はリース事業者ではない。 
☑変更なし 
□変更あり（変更後の還元方法を以下に記載してください。） 

 

 

２ ＥＶ普通充電設備の概要（該当する□に「」を記載） 

交付申請時からの設備の変更 

□変更なし 
☑変更あり（変更後の設備を以下に記載してください。） 

メーカー名 〇〇株式会社 

型式 ＡＢＣ－ＦＧ３４ 

基数 １基 

 

３ 補助金実績報告額の算出 

補助対象経費（Ａ） 

※値引後の金額で消費税及び地方消費税相当額を除く。 
380,000円 

充電用コンセントを整備する場合は、その補助対象経費に 

３分の１を乗じた額（Ｂ＝Ａ／３）（１円未満を切捨て） 

※普通充電設備・充電用コンセントスタンドに係る補助対象経費については算出不要 

－円 

県の交付決定額（Ｃ） 

※交付決定通知書を確認のうえ、記載してください。 
150,000円 

国の補助金等を受ける場合、その金額（Ｄ） 

※設備費のみ申請する場合は、設備費に対する補助金等の額 
200,000円 

補助対象経費（Ａ）から国の補助金等の金額（Ｄ）を控除した額

（Ｅ＝Ａ－Ｄ） 
180,000円 

補助金実績報告額（千円未満を切捨て） 

※普通充電設備又は充電用コンセントスタンドを整備する場合は、 

（Ａ）、（Ｃ）又は（Ｅ）のいずれか低い額 

※充電用コンセントを整備する場合は、（Ｂ）、（Ｃ）又は（Ｅ）のいずれか低い額 

150,000円 

  

普通充電設備、充電用コンセントスタンドを整備する場合 

交付決定通知書に記載の金額を記載 

普通充電設備・充電用コンセン

トスタンドの場合は記載不要 

補助金実績報告額が交付決定額の20％を超える減額が生じる場合は、事前に変更承認

申請書（別表３ 第４号様式）の提出が必要です。 



４ 補助事業に係る変更報告（該当する□に「」を記載） 

□変更なし 

☑変更あり（変更内容を以下に記載してください。） 

・充電スペースの変更 

・設備費に対する値引額の変更 
 
 
 
 
 
 
 

 

５ 申請者に係る変更 

（同意事項） 

暴力団又は暴力団でないことを確認するため、記載した情報を神奈川県警察本部に照会する

ことについて同意します。 

※ 変更した項目のみ記載 

郵便番号 〒 

住所※１  

フリガナ  

氏名※２  

フリガナ  

代表者の職・氏名 

（法人等の場合） 
 

生年月日・性別 

※３ 

※ 管理組合の場合は、変更後の代表者について記載 

T・S・H  年  月  日生 

男・女 

※１ 法人又は管理組合の場合は所在地 

※２ 法人又は管理組合の場合は名称 

※３ 申請者が法人格を有しない管理組合又は個人事業者の場合に記載。法人（管理組合法人を含む。）の場

合は、変更後の役員等氏名一覧表（別表３ 第１号様式別紙２）を提出してください。 

 

６ 公表用情報（第３号補助事業（公共用）で整備した場合のみ） 

設置先名称（必須） 〇〇旅館 

設置先住所（必須） 横浜市中区〇〇１－２ 〇〇旅館 第〇駐車場 

備考  

※ 記載内容に基づき、県のホームページ等で公表します。公共の用に供するために必要な場合は、上記以外

の事項についても確認することがあります。 

 

交付申請時に区分「設備費」を選択した場合は、設置工

事費（ブレーカー、ケーブル、労務費当）に関する変更

の報告は不要です。 


